
組合の青年部等による
取組みのご紹介

2024.10.25

全国中小企業団体中央会

資料５



2

「連携型」策定支援の課題と打開策（支援現場アンケート結果より抽出・整理）

課 題

組合・事業者 ： 低い関心度（優先順位）
メリット感薄い
理解・認知不足
合意形成の困難（内部、外部）
体制面の脆弱性

制 度 ： わかりにくさ
インセンティブ不足

打開策

★継続的な普及啓発 ★使いやすい、わかりやすいツールの活用
★必要性・重要性の浸透 ★バリューの提供
★関心先等への提案 ★ステークホルダーの参画・巻き込み
★先行事例の紹介
★支援機関や専門家の活用・連携
★各種支援制度の活用・連携
★実働、協働しやすいメンバーによる活動
★丁寧なステップアプローチ（単独型→連携型など）
★ニーズに沿った複合的な選択肢によるアプローチ（取組手法：中小機構

or専門家／実現手段：連携型、官民連携事業、組合BCP、災害協定など）
★インセンティブ充実

組合・事業者、そして支援者が取り組みやすい環境醸成に向けた全国中央会の取組み

「連携型」の普及促進、展開のさらなる拡充に向けて

業種・業態・取引形態別
のアプローチ

アプローチ

• 策定支援マニュアルの作成、普及
• カテゴリ別グッドプラクティスの紹介・普及
• 全国団体への情報共有

展開策

リスクファイナンス面
からのアプローチ

• 既存の枠組みを活かした支援連携のさらなる推進
（中小機構－損害保険会社－中央会－商工中金）

• ツールの活用による普及促進（ex.チェックリスト、情報収集源）

推進役・旗振り役への
アプローチ

• 組合青年部等を通じた普及促進
• ナビゲート役となる中央会指導員への共有



全国中央会では、中小企業が組合等の連携活動を通じてリスク軽減対策を講じることは、自社の経営力向上をはじめ、

取引先や消費者からの信頼獲得、地域経済の安定や地域貢献に寄与するものと考え、中央会指導員や組合事務局等の

「連携事業継続力強化計画」の策定を支援するためのマニュアルをこれまで７種類（①工業団地編、②社会インフラ・官公需編、

③卸・流通団地編、④物流・運送業編、⑤商業・サービス業編、⑥製造業編、⑦建設業編）作成。令和６年度は１種類追加予定。
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https://www.chuokai.or.jp/index.php/manuals/strengthenmanual/

「連携事業継続力強化計画策定支援マニュアル」等による普及促進

★中小機構「強靱化ポータルサイト」でも公開中
【各種資料】
https://kyoujinnka.smrj.go.jp/support/

【参考】組合向けＢＣＰ
策定運用ハンドブック

各種資料 取組事例

■組合の青年部等による事業継続力強化への取組事例

https://www.chuokai.or.jp/index.php/manuals/strengthenmanual/
https://kyoujinnka.smrj.go.jp/support/


【マニュアル：物流・運送業編】 動画あり☛
https://kyoujinnka.smrj.go.jp/case/12/
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【マニュアル：社会インフラ・官公需編】 動画あり☛
https://kyoujinnka.smrj.go.jp/case/18/
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後継者育成・成長、関係性構築、新たな挑戦の機会の創出へ
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組合名等 取組概要

電気機械器具小売業を営む
電器店の商業組合（山形県）

【策定活動中】

・全国組織の青年部研修会で経営戦略BCPの講演を聞き、組合の今後のあり方を検討した
結果、事業継続力強化計画を策定したい旨、山形県中央会に相談。中小機構の支援事業を
活用するため、中央会より、東北本部に連絡。

・単独型策定にあたり、組合とともに、理事長及び青年部長の企業でも計画策定を予定。
組合－単独型計画策定企業との連携も視野に入れている。

管工事業の協同組合の青年部会
加入企業の一部有志３～４社
（山梨県）

【策定活動中】

・組合青年部長（令和５年度当時）が単独型認定を得ており、青年部会の会員間での連携強化
のきっかけづくりとして組合青年部長（当時）の働きかけで、組合青年部会員十数社を対象に
事業継続力強化計画に関する勉強会を実施。山梨県中央会も参加して初期のＢＣP策定に
関する物事の考え方・計画の組立方法などをアドバイス。勉強会のコーディネートは中小機構
の専門家を活用。

・まずは、歩調が合わせやすい組合青年部会加入企業（３～４社）の事業継続力強化計画を
独自に検討し、その上で連携型の計画策定を行う予定。令和６年度中の計画策定を目指す。
代表企業との打合せは中央会が中心に進めている。

協同組合豊橋総合卸センター
（愛知県）

【連携型認定済み】

・活動当初は組合執行部を中心に始まり、旗振り役は前理事長が担当した。活動を進める中で
青年部組織及び卸団地内企業の管理者並びに現場責任者レベルの担当者と輪を広げて、
組合の認定取得と並行して個社の認定が行われている。

・認定後は防災活動を通じ、組合組織及び卸団地内の結束力が高まっており、組合への加入
申込みが増加するなどの波及効果があった。青年部組織及び卸団地内企業の管理者並びに
現場責任者レベルの担当者害等に備えや継続的な防災活動をする必要があると考えており、
卸団地内の組織変革と防災計画の刷新を定期に行っている。

素形材産業、高度熟練加工業、
最先端技術産業等の鉄工業団地
の協同組合（鳥取県）

【組合BCP】

・鳥取県の簡易版ＢＣＰを参考に、組合青年部が中心となって策定。

・当組合は、従来より、鳥取県内の同業種組合、徳島県の同業種組合との３組合において、
大規模災害時の相互支援を行うことを目的に組合間連携協定を締結し、組合BCP支援事業・
組合間連携交流を継続的に実施。

■その他、組合の青年部等による事業継続力強化への取組事例
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組合名等 取組概要

福岡花商協同組合（福岡県）

【連携型認定済み】

・代表理事が総責任者となり、組合青年部を中心に中小企業診断士（支援アドバイザー）の指導
のもと連携事業継続力強化計画策定を行った。

・全３回の支援アドバイザーの派遣を実施し、連携事業継続力強化計画を策定した。

北九州工業団地協同組合
（福岡県）

【連携型認定済み】

・中小機構の専門家派遣を活用して策定を進めた。計画書策定は理事会の決定事項をもとに
専務理事（事務局長）が担当し、青年部会等で内容の確認や協議を行い、申請を行った。

・福岡県中央会では専門家派遣（Web会議）に参加し、適宜、策定支援及び策定後のフォロー
アップを行った。

協業組合長崎市古紙リサイクル
回収機構（長崎県）

【連携型認定済み】

・活動主体は組合及び組合員２名。策定の中心は組合青年部長。

・策定支援の専門家派遣を全４回を実施。

沖縄県のホテル旅館の生活衛生
同業組合（沖縄県）

【策定活動中】

・旅館組合青年部主催で連携事業継続力強化計画の勉強会を開催。その後、全国中央会の
補助事業を利用し、事業継続力強化計画モデル事例のほか、津波や洪水地震が起きた際の
「避難所・避難場所一覧」を掲載した観光マップを作成するプロジェクトを実施。

・同プロジェクトでは、業界側委員として組合青年部から２名、事務局１名が参画し、中小機構の
コーディネーターを外部専門家委員に招へい。組合と組合員の関わりの洗い出しや計画策定
のための意見を聴取した。完成したマップやモデルを資料とした全組合員対象の「ＢＣＰ策定
支援講習会」をオンラインで実施。

・プロジェクト終了後も勉強会を継続開催し、認定事業者を増やすとともに、組合青年部を窓口に、
単独型を策定した組合員を対象に連携型の策定の提案を図る。



●事業継続力強化セミナーを開催（全国中央会、中小機構）

（全国中央会機関誌「中小企業と組合」より）
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■全国中央会、全国組織による青年経営層向け普及活動

【令和４年度】岡山県、【令和５年度】大分県、【令和６年度】石川県（予定）

●組合青年部全国講習会（全国中央会、全国中小企業青年中央会）

＜講演テーマ＞
経営力を向上させる事業継続活動の真意～ B C Pから事業継続活動へ～

【令和５年度】高知県

●青年部、後継者・若手経営者向けセミナー（全国組合）

病院用食材卸売業、電気機械器具小売業、管工事業 など



～中小企業の成長、持続的発展、

地域産業の強靱化を目指して～

つながる
ひろげる
連携の架け橋
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